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― 午後 １時３０分 再開 ― 

〇議長（瀬川光之君） 会議を再開いたします。 

 午前中に引き続き、一般質問を行います。 

 下条議員―7番。 

〇７番（下条博文君）（拍手）〔登壇〕 皆様、

お疲れさまでございます。 

 自由民主党、長崎市選出、県民皆様の思いを

つなぐ下条博文でございます。 

 質問に入る前に、新型コロナウイルス感染症

で、今回、健康被害を受けた方々、また、お亡

くなりになった方々に慎んでお悔やみ申し上げ

ます。また、お見舞いを申し上げます。 

 「コスタ・アトランチカ号」にてご対応いた

だいたすべての方に敬意と感謝を申し上げ、質

問をさせていただきたいと思います。 

 コロナ禍で大変な中、傍聴に来ていただき、

本当にありがとうございます。 

 会派の皆様におかれましても、このような登

壇の機会をいただき、感謝いたします。 

 新型コロナウイルス対策など、先に登壇した

先輩議員の皆様のご質問と重複する場合もござ

いますが、私なりの観点から質問させていただ

きます。 

 知事並び関係部局の皆様、ご答弁よろしくお

願いいたします。 

 それでは、質問通告に基づき、質問させてい

ただきます。 

 1、クルーズ船「コスタ・アトランチカ号」

対応の総括。 

 （1）クルーズ船対応を行った組織体制につ

いて。 

 今回のクルーズ船の対応については、感染症

に強い長崎大学からの応援はもちろん、国の専

門家、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）、自衛

隊の皆様の協力により、船員の検査、経過観察、

医療支援が行われたとお聞きしています。 

 結果として、感染拡大は食い止められ、重症

化も少なかった。今回のケースは、クルーズ船

対応のモデルケースとなるのではないでしょう

か。日々状況が変わる中で、臨機応変な対応が

必要だったと思います。具体的にどのような体

制でこのクルーズ船の難局を乗り切られたのか、

知事にお尋ねいたします。 

 （2）対応の総括。 

 クルーズ船対応について、現在、様々な検証

を行っていると推測しますが、全体を総括して、

特にどのような点を評価されているのか、評価

ポイントをお尋ねいたします。 

 2、第2波に備える。 

 （1）経済活動を封鎖しない取組。 

 昨日の徳永議員の質問に対し、本日は松本議

員も触れられておりましたが、文化観光国際部

長が、今年1月から4月にかけて県内の宿泊観光

施設の利用者が大幅に減少し、経済損失額が約

280億円に上るとご答弁をされました。大変な

経済被害であると考えます。 

 知事は、国の緊急事態宣言や隣県での休業要

請等の状況を受け、4月25日から、遊興施設な

どへの休業要請や食事提供施設への営業時間短

縮要請を行われました。この休業や営業時間短

縮について、本日19日が申請受付けの最終日と

なっておりますが、午前中、中村一三議員のご

質問もありましたけれども、申請件数が約7,400

件とお聞きしております。多数の事業者の方々

からご協力をいただきました。 

 新型コロナ感染症の拡大を防ぐために、知事

は苦渋の判断をされたと考えておりますが、今

後、仮に第2波が発生した場合、さらなる休業

要請は県内経済に大きなダメージを与えるので

はないかと危惧しております。 
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 このような事態にならないためにも、本日、

午後3時からダウンロードが開始されます「新

型コロナウイルス接触確認アプリ」、通称ＣＯ

ＣＯＡ（ココア）と言うそうですけれども、感

染拡大防止対策としてのＩＴ技術を併用しなが

ら、県民の皆様は国の専門家会議が示した「新

しい生活様式」を徹底していただくこと、事業

者の方々は業種ごとのガイドラインへの対応を

徹底していただくこと、そのような取組を積極

的に行い、経済活動を封鎖しないで感染拡大を

抑えていくことが重要であると考えております。 

 そこで、県は、飲食・サービス業を代表する

ような、多くの人との接触を伴う事業者の皆様

が業種ごとのガイドラインに対応していくため

に、どのような支援を考えられているのか、産

業労働部長にお尋ねいたします。 

 （2）各市町独自の支援制度。 

 4月から5月にかけて、県内各市町において、

主に宿泊業、飲食業、小売業を営む事業者の皆

様の事業継続に向けた支援金、給付金、補助金

の支援制度を設けていただきました。 

 国や県による給付金、休業要請協力金等が実

際に事業者の皆様のもとに届くまでの間、市町

が事業者の皆様の近くで寄り添った手厚い支援

を進めていただき、大変ありがたく感じている

ところです。 

 しかしながら、各市町がそれぞれ制度設計を

行ったことで、特に、事業所及び本店所在地の

住所に関する要件の整合性が十分にとられてい

なかったため、事業所と本店の所在市町が異な

る事業者が、どちらの市町にも支援制度がある

にもかかわらず、どちらも利用できなかったと

いう残念な事例が発生しております。このよう

な事例が生じないように、各市町それぞれ独自

の制度ではありますが、県として何ができるか

をお尋ねいたします。 

 （3）検査体制の拡充。 

 社会経済活動を段階的に引き上げ、今後、海

外との交流再開も見込まれる中、感染予防と社

会経済活動の段階的な再開を両立させていくた

めには、感染者を早期に発見し、感染の流行を

迅速に察知することが重要であると考えます。 

 本県においては、2月14日にＰＣＲ検査を開

始して以来、クルーズ船乗組員の検査を除きま

すが、6月15日までに3,047件の検査を実施、そ

のうち17名の方が感染の確認をされておりま

す。 

 検査件数に占める陽性者の比率である陽性率

は、本県において0.6％、これは全国のＰＣＲ検

査の陽性率6.1％と比べると、約10分の1になっ

ております。また、感染が確認された17名は、

いずれも海外や国内の流行地域での感染が疑わ

れる方、流行地域から来られた方との接触によ

り感染した可能性が高い方がほとんどでした。 

 このような中、今後、社会経済活動の再開に

より、県内においても新たな感染者の発生、ク

ラスターが発生する可能性があると思いますが、

現在、1日に600件を超える検査が可能な体制を

構築しており、早期に発見する体制、クラスタ

ーに対応できる体制は一定確保できていると考

えております。 

 さらに、長崎大学病院がＰＣＲ検査の自動検

査システムを開発し、年内には1,600件の検査が

可能になるとお聞きしておりますが、私も感染

状況が比較的落ち着いている今こそ、第2波に

備えて、県内の検査体制を拡充していくべきで

あると考えます。 

 そこで、県として検査体制を今後どのような

考え方で、また、どのように拡充していこうと

しているのか、お尋ねいたします。 
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 （4）医療体制（医療従事者・病床・医療物

資）の整備。 

 県では、第2波に備え、感染者が大幅に増加

した際の医療提供体制等についても検討されて

いると思います。県内の医療機関においては、

感染者発生の初期段階から、使命感を持って厳

しい状況を乗り切っていただいており、医療従

事者、医師、また看護師、介護士、すべての方々

に対して、本当に敬意を表する次第でございま

す。 

 また、今後、新型コロナ患者の受入れに当た

って、従事期間中に家族への感染を避けるため

の医療従事者専用の宿泊施設の確保や、感染症

という特殊業務に従事することに対する手当な

ど、受入体制が整いさえすれば従事しますよと

いうような医療従事者もいるというふうにお聞

きしております。絶えず感染する可能性があり、

心身に負担がかかる中で業務を行っておられる

医療従事者の皆様に対し何かの支援を考えてお

られるのか、お尋ねいたします。 

 また、今後の感染拡大に備えて、入院可能な

病床数は307床、軽症者や無症状の方を受入れ

る宿泊療養施設は163室を確保するなど体制を

整備していると、報道も含めお聞きしておりま

すけれども、感染が拡大すれば、一般の医療機

関にも感染の疑いがある患者さんが受診するこ

とになると思います。 

 現在は、マスク、防護服などの感染防護資材

が不足しており、一般の医療機関は感染防護資

材の不足を理由に診療をためらっているところ

があると、一部聞いております。今後の第2波

に備えて医療提供体制、感染防護資材の確保に

ついて、県としてどのように考えているのか、

お尋ねいたします。 

 （5）ＩＣＴを用いた介護施設等の感染拡大

防止。 

 先般、長崎港内に停泊中のクルーズ船で発生

した新型コロナウイルス集団感染事例では、長

崎大学と富士通株式会社が共同開発した「健康

管理チャットシステム」が活用されました。本

システムの活用により、乗組員の健康状態の早

期把握と病院と関係者間の情報共有が可能とな

り、その結果、感染拡大防止対策に効果を発し

たことは、既に多くの皆様がご存じであると思

います。 

 私自身、この健康管理チャットの効果に感銘

を受けた一人であり、開発者である長崎大学の

山藤栄一郎医師など関係者の方々にチャットに

ついてお話をお伺いしました。 

 利用方法は、スマートフォンに毎日の体温や

頭痛、倦怠感の有無など体調面の情報を質問形

式で回答することにより、医師等の関係者が健

康状態や軽度な症状の変化を早期に発見するこ

とができ、その結果、重症化やクラスターの発

生防止に役立つものであります。 

 山藤医師は、そのチャットについて、介護施

設の感染拡大防止のために活用できるよう、現

在、検討また準備をされております。介護施設

に入所・通所するご高齢者の皆様は、感染する

と重症化しやすいと言われており、万一、介護

施設でクラスターが発生した場合、即医療崩壊

につながる可能性もあり、大変危険な状態です。

このため、今後、襲ってくるかもしれない第2

波に備え、早期に介護施設でのチャットの導入

を進めることが必要ではないかと思っておりま

す。 

 ぜひ、県として、今回のクルーズ船の対策を

介護施設でも活かすことで、いわば長崎モデル

として県民の健康を守るとともに、その取組を

県内外に広く発信してほしいと思っております。
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新型コロナウイルス感染症の第2波に備えた健

康管理チャットの県内介護施設への導入につい

て、県のご見解をお尋ねいたします。 

（6）避難所の整備。 

 午前中、松本議員、また、中村一三議員も質

問されておりましたが、また、県においても、

5月専決補正で避難所の感染症対策について、

予算を計上されております。 

 新型コロナウイルスに対するワクチンや決定

的な効果を上げる治療薬がない中、今年度にお

ける災害時での避難所の運営は、感染症対策に

重点を置かなければならず、ソーシャルディス

タンス対策など、特殊で例外的な対応を行う必

要があります。 

 6月に入り、今朝も本当にすごく雨風がひど

かったですけれども、梅雨による豪雨災害、土

砂崩れなど災害被害が懸念される時期に入りま

した。新型コロナウイルス感染症対策を踏まえ

た、今年度における避難所運営について、どの

ような対策で取り組んでいくのか、また、中長

期的な避難所運営も考えておく必要があると思

いますので、今年度以降の中長期的な対策につ

いて何かご検討されているのか、併せてお尋ね

いたします。 

 また、感染症対策の避難として、避難所にお

ける感染防止対策で、分散避難というのが最近

言われておりますけれども、その分散避難の一

つで、車中泊も選択肢の一つと考えるが、熊本

地震でのエコノミークラス症候群や、昨年度の

台風19号では、車での移動中に亡くなるという

ケースも報告されており、注意が必要と思われ

ます。コロナ禍における避難対策としての車中

泊について、県はどのように認識し、何か対策

を講じていく予定があるのか、お尋ねいたしま

す。 

 （7）マイナンバー等、デジタルトランスフ

ォーメーション促進。 

 デジタルトランスフォーメーション（以下Ｄ

Ｘ）は、スウェーデンのエリック・ストルター

マン教授が2004年に提唱した、「デジタル技術

がすべての人々の生活をあらゆる面でよりよい

方向に変化させる」というコンセプトが起源と

される言葉で、直訳すると「デジタル変革」と

なります。 

 人口減少、少子高齢化を迎える我が県、我が

国にとって、枯渇していく可能性がある労働力

の効果的な活用に向け、Society5.0を中心とし

たＩＣＴ・ＩoＴ導入は、喫緊の課題であると思

います。 

 しかしながら、昨日の前田議員の質問でも詳

細に取り上げられましたが、マイナンバーカー

ドなど、導入がなかなか進んでいないという例

がございます。多国に比べ、一部の地域を除き、

日本は全体的にこのＤＸが進んでいない状況で

あります。 

 そのような状況下で、新型コロナ感染症が拡

大し、迅速な給付金、支援金の配布が必要とな

りました。国においても、マイナンバーと個人

口座の連携に関して検討が進められております。

また、新型コロナウイルス感染症拡大の第1波

において、県庁職員の皆様をはじめ対策本部や

窓口対応など、たくさんの方が携わられており

ますが、第2波、第3波に備えるためには、ＩＣ

Ｔを活用した業務効率化を行い、職員の時間を

生み出し、非常事態にすぐに対応できる体制を

確保する必要があると思います。このような背

景を鑑み、県庁内部にさらなるＩＣＴ活用につ

いて、県としての見解をお尋ねいたします。 

 また、行政はもとより、さまざまな分野にお

けるＩＣＴの利活用も必要であると考えます。
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県として、ＤＸをどのように進めていこうとし

ているのか、お尋ねいたします。 

 3、一次産業経済支援。 

 （1）花き振興支援。 

 コロナ禍において、サービス業、飲食業、宿

泊業、交通業など、また、様々な多くの産業が

ダメージを受けました。水産・畜産業もはじめ、

多くの一次産業も例外なく被害を受けましたが、

中でも花き農家の被害は深刻でございます。 

 花き農家にとって、3月から5月は需要期で書

き入れ時にもかかわらず、需要が大きく落ち込

み、販売単価が低迷しているとお聞きしており

ます。その状況について、どのような状況なの

か、具体的にお尋ねをいたします。 

 一昨日も開催されておりましたが、県庁エン

トランスでの花装飾の展示など、需要喚起対策

に県として取り組んでいただいております。厳

しい経営状況下にある花き農家へ、今後どのよ

うに支援を進めていくのか、お尋ねいたします。 

 一方、店舗で花を販売する花屋さんも、外出

自粛の影響を受け、厳しい経営状況が続いてい

る中、定期購入配送など、新たな生活様式に積

極的に対応するために取り組まれている花屋さ

んの話も伺っております。このような取組に対

して、県として支援ができないのか、お尋ねい

たします。 

 4、関係人口の創出・拡大。 

 （1）長崎県の取組（コロナによって見直さ

れる地方の豊かさ）。 

 感染症の拡大に伴い、改めて「密」をはじめ

とする大都市が抱える様々な問題が浮き彫りと

なる中で、地方の優位性、いわばローカルアド

バンテージが認識されつつあり、本県としても

こうした機会を逸することなく、対応策を講じ

ていく必要があると思います。 

 こうした中、県では、今年度が計画初年度と

なる「長崎県まち・ひと・しごと創生総合戦略」

において、新たな視点の一つとして、関係人口

の創出拡大に取り組むこととしています。 

 私が最近聞いた話ですが、埼玉県在住の方が

長崎に旅行に来られた時に、長崎の方に親切に

していただき、大変よい印象を受けた。その後、

東京にある本県の移住相談窓口でも親身になっ

て仕事の世話をしていただいた結果、移住を決

断するに至ったとの好事例をお聞きしました。 

 都市部の皆様に地方の魅力、長崎の魅力を知

っていただき、できれば移住に結びつけるため

には、様々な形で長崎に足を運んでいただく中

で、まずは、長崎を好きになっていただく、こ

うした肩肘張らない緩やかな関係づくりが大事

と考えており、関係人口の取組はそれに資する

取組と、大変期待をしております。 

 そこで、まず県が、今年度から積極的に取り

組もうとしている関係人口の創出拡大について、

その考え方や主な取組について、お尋ねいたし

ます。 

 （2）効果的な情報発信。 

 先ほどの事例では、長崎に興味を持っていた

だいた後、東京の移住相談窓口に足を運んでい

ただき、そこで丁寧な相談対応がなされたこと、

そして、県内企業とのマッチングがうまくいっ

たことが、実際に移住するに至ったポイントで

はないかと考えております。 

 こうした移住相談や就職支援は、県の移住サ

ポートセンターをはじめ、関係機関のきめ細か

な支援の結果と言えるものであり、引き続き、

これから支援のさらなる充実に努めていただき

たいとところでございます。 

 一方、今後、都市部の方々の地方への注目が

集まる中、大都市圏にはない、ありのままの地
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方の魅力、長崎の魅力や相談窓口等の情報を、

他県に負けないように、これまで以上に強く発

信していくことが求められているのではないで

しょうか。 

 また、情報発信に当たっては、先ほどの事例

のような、長崎県に移住した先輩方の事例を、

例えば年齢別、性別なんかも意識をしながら、

情報発信に有効に活用していくことも効果的な

情報発信につながるのではないかと考えていま

す。 

 そこで、県として、本県に移住してきた方と

の関係づくりに努めながら、こうした方々の事

例を交えて情報発信を行う考えがないのか、ま

た、今後の都市部に対する情報発信のさらなる

強化についてどのように考えているのか、お尋

ねいたします。 

 5、冬季の全国における高校生のスポーツ大

会開催について。 

 まず、春以降の全国大会の中止の理由につい

て、お尋ねします。 

 新型コロナウイルスの感染拡大によって、春

の各種選抜大会にはじまり、全国高校総体や夏

の甲子園など多くの全国大会が中止となりまし

たが、どのような判断で開催がなされない経緯

になったのか、その理由についてお聞きしたい

です。 

 続きまして、本県における代替大会の開催状

況について、高総体や高校野球など、県大会に

おいても中止となりましたが、その代替大会を

計画実施されているとお聞きしております。こ

の実施状況について、お尋ねいたします。 

 最後に、冬の全国大会の開催について、今後、

冬の高校生のスポーツ大会開催に向けて、開催

可否の協議が行われると思いますが、主役であ

る選手の話を聞いていただくような対応ができ

ないか、お尋ねをいたします。 

 質問は、以上となります。 

 これより先は対面の演壇に移り、答弁により

ましては、理解を深めるために再質問をさせて

いただきます。 

 ご清聴ありがとうございました。 

〇議長（瀬川光之君） 知事。 

〇知事（中村法道君）〔登壇〕 下条議員のご質

問にお答えいたします。 

 今回のクルーズ船内における感染症発生に対

して、どのような体制で乗り切ってきたのかと

のお尋ねでございます。 

 今回のクルーズ船内における新型コロナウイ

ルス感染者への対応については、県の新型コロ

ナウイルス感染症対策本部の中に「クルーズ船

対策チーム」を設け、国の関係省庁やダイヤモ

ンド・プリンセス号を経験された感染症の専門

家をはじめ陸上自衛隊、長崎大学、災害派遣医

療チーム（ＤＭＡＴ）等、数多くの関係者の応

援をいただいてまいりました。 

 特に、ＤＭＡＴとして、県内外の医療機関か

ら延べ550名、また、ＮＰＯ・ＮＧＯ法人から

延べ186名の医師・看護師等が、船に隣接する

臨時の診療所における医療支援を行っていただ

きました。また、陸上自衛隊からは、延べ477

名の災害派遣をいただき、乗組員全員の検体の

採取や診断・診療等にご尽力をいただきました。 

 こうした数多くの関係者のご協力のもと、県

の対策本部と国、長崎大学、クルーズ船内をテ

レビ会議でつなぎ、毎日情報を共有しながら、

迅速な意思決定が図られたことが、感染症拡大

の防止や船員の早期帰国につながったものと考

えているところであります。 

 そのほかのお尋ねにつきましては、関係部局

長からお答えをさせていただきます。 
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〇議長（瀬川光之君） 福祉保健部長。 

〇福祉保健部長（中田勝己君） 私のほうからは、

4点お答えさせていただきます。 

 まず、今後のクルーズ船の対策に活かせると

思うが、全体を総括して、特にどのような点を

評価されているのかとのお尋ねでございます。 

 船内では、密閉された環境におきまして、多

数の陽性者がいる中で、いかに感染拡大を防ぎ、

適切な医療により、重症者の発生を抑えること

ができるかが重要であると考えております。 

 今回の事案の特徴といたしましては、ダイヤ

モンド・プリンセス号を経験した感染症の専門

家の指導によりまして、船内の感染予防対策や

個室管理を徹底し、感染拡大を防ぐことができ

ました。 

 また、健康管理アプリの活用によりまして、

船内の有症状者を速やかに特定し、船のそばに

設置した自衛隊のＣＴ車を活用して、肺炎の有

無を確認することで、重症化する前に医療につ

なげることができました。 

 なお、健康管理アプリにつきましては、長崎

大学と民間とで共同で開発されまして、今回の

クルーズ船対策のために言語対応や基礎疾患な

どの項目の追加など、迅速に改修をしていただ

きました。毎日平均いたしまして、乗組員の約

8割の方が入力いただき、体温チェックはもと

より、例えば船内での生活環境の困り事など、

すぐに把握できるなどの効果がありました。 

 今回の経験につきましては、今後のクルーズ

船への対応のほか、クラスター対策にも活かし

てまいりたいと考えております。 

 次に、第2波に備えて、県は検査体制を今後

どのような考え方で、どのように拡充していこ

うとしているのかとのお尋ねでございます。 

 今後の第2波に備えまして、今後の課題とい

たしましては、クラスター化を防止することで

ありまして、そのためには、医師が必要と認め

た場合には、すぐにＰＣＲ検査等を受けられる

体制づくりが必要であると考えております。 

 これまでは、県の環境保健研究センターも、

1日40件から80件に検査体制を拡充し、長崎大

学が開発した蛍光ＬＡＮＰ法の検査機器を県内

すべての感染症指定医療機関に配備して、離島

も含めて検査体制を整備いたしました。 

 また、全国でもいち早く、本年4月に、いわ

ゆるドライブスルーでの検査体制を県内3圏域

で設置いたしました。 

 今後は、長崎大学病院において新たにＰＣＲ

検査機器を導入し、自動処理技術の開発を進め

ることによりまして、本県の1日当たりの検査

件数を約1,600件まで拡充し、より簡単かつ安全

な検体採取といたしまして、唾液、これは唾の

ことでございますが、これを活用した検査方法

の導入についても、同大学と検討しております。 

 県といたしましては、引き続き国の補正予算

も活用して、さらなる検査体制の拡充に努めて

まいります。 

 また、第2波に備えて医療従事者への支援、

医療体制、感染防護資材の確保についてどのよ

うに備えているのかとのお尋ねでございます。 

 第2波に備えた医療提供体制につきましては、

現在の受入れ医療機関といたしまして23病院、

307床、宿泊療養施設として3カ所で163室を確

保しております。国の補正予算も活用いたしま

して、受入れのための確保病床や休床病床に対

する費用の補塡や人工呼吸器等の医療機器の購

入等の支援を行い、さらなる病床の確保を目指

してまいりたいと考えております。 

 また、感染防護資材の確保につきましては、

これまで県が備蓄するサージカルマスクやガウ
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ンなどを感染症指定医療機関に適宜提供してお

りますが、より高性能なＮ95マスクや防護服は、

現場でも不足感があり、適正な価格での購入が

困難な状況となっており、県が必要な資材を確

保し、計画的に配布していきたいと考えており

ます。 

 感染が拡大した際には、感染に気づかずに医

療機関を受診し、クラスター化の恐れがあるた

め、一般の医療機関を対象に、院内感染防止の

ために必要な設備の支援や、感染リスクを負っ

て勤務している医療従事者に対して慰労金の支

給を検討しております。 

 今後も、第2波に備えた医療体制の整備・充

実に積極的に取り組んでまいります。 

 最後に、ＩＣＴを活用した介護施設への支援

といたしまして、クルーズ船で成果を上げた健

康チャットの介護施設への導入についてどのよ

うに考えているのかとのお尋ねでございます。 

 本県では、これまでのところ、介護施設等に

おけるクラスターの発生はありませんが、県と

いたしましても、新型コロナウイルス感染の第

2波に備え、介護施設等の感染防止対策の徹底

を図っていく必要があるものと考えております。 

 クルーズ船で使用された健康管理アプリの活

用によりまして、各施設においては、入所者の

健康状況を網羅的に把握し、不安があった場合

には、チャット機能を活用することで、保健所

や大学と直接連絡が可能となり、蔓延拡大の防

止が期待できます。 

 今後、一部の施設で試行が予定されており、

運用面での課題等を確認したうえで、県内施設

への導入を検討してまいりたいと考えておりま

す。 

〇議長（瀬川光之君） 産業労働部長。 

○産業労働部長（廣田義美君） 私からは、2点

についてお答えいたします。 

 まず、第2波に備え、事業者が業種ごとのガ

イドラインに対応するための支援についてのお

尋ねですが、新型コロナウイルス感染症の第2

波に備えるためには、事業者の皆様に業種別ガ

イドラインを実践していただくことが極めて重

要であり、商工団体や業界団体等と連携し、さ

らなる周知徹底を図ることが必要であると考え

ております。 

 感染症予防対策を行いながら、事業継続や再

起に向けた取組を支援するため、国におきまし

ては小規模事業者持続化補助金に特別枠が設け

られおり、また、県におきましても、同種の補

助制度を設けているところであります。 

 併せまして、飲食業など店舗等において顧客

と接する機会の多い事業者に対してガイドライ

ンを実践していただくため、10万円を上限とす

る補助制度を新たに創設したところであります。 

 今後とも、感染症予防拡大防止と社会経済活

動との両立を図ってまいりたいと考えておりま

す。 

 次に、各市町独自の支援制度に不整合が生じ

ないように、県として何ができるのかというこ

とについてのお尋ねでございますが、各市町に

おいては、それぞれの産業構造や事業者への影

響等を踏まえまして、独自に支援対象者の要件

や支援内容等を設定されているところでござい

ます。 

 今回は、経済活動への影響が日々深刻さを増

す中で、早急に対応策を講じる必要があったこ

とから、市町間での十分な情報共有が図られな

かったものと考えられます。 

 県では、これまでも市町独自の産業支援施策

の情報を取りまとめ、すべての市町に提供し、

情報共有を図っているところでありますが、今
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後も引き続き、的確な情報収集と迅速な提供に

努めてまいりたいと考えております。 

〇議長（瀬川光之君） 危機管理監。 

〇危機管理監（荒木 秀君） 私からは、2点お

答えさせていただきます。 

 まず、新型コロナウイルス感染症対策を踏ま

えた、今年度における避難所運営にどう取り組

むのか、また、来年度以降の中長期的な対策に

ついて何か検討しているかとのお尋ねですが、

県では、避難所での「3密」防止を図るため、

県民に対して在宅避難や親戚、知人宅への分散

避難を呼びかけるとともに、市町に対しては、

協定に基づく旅館・ホテルの活用のほか、これ

までより多くの避難所を開設するよう働きかけ

ております。 

 また、感染症防止のためのパーテーションや

段ボールベッド、換気対策のための空調機器な

どを県で備蓄し、市町が開設する避難所の環境

整備を支援しているところであります。 

 さらに、避難所運営のためのチェックリスト

を作成し市町へ配布するとともに、避難所開設

訓練の実施、市町担当者向けの避難所運営研修

会を開催するなど、知識の向上を図っていると

ころであります。 

 新型コロナウイルス感染症の影響は長期にわ

たると考えられますので、今後は、市町が開設

する避難所の運営状況を検証するとともに、新

たな知見があれば、市町と情報共有するなど、

感染症予防に万全を期してまいります。 

 次に、コロナ禍における避難対策としての車

中泊について、県はどのように認識し、対策を

講じていく予定はあるかとのお尋ねですが、車

中泊は分散避難の選択肢の一つであり、避難所

の3密を避けるための避難として有効であると

認識しておりますが、一方で、エコノミークラ

ス症候群を発症したり、豪雨災害では、車が流

される危険性が高まることから、県ホームペー

ジ等において十分に注意するように呼びかけて

いるところであります。 

 県としましては、県民に車中泊を推奨するも

のではありませんが、やむを得ず車中泊を行う

場合には、エコノミークラス症候群防止のため、

ストレッチや水分補給を行うこと、豪雨災害が

想定される場合には早めに移動して、安全な場

所に避難を完了させることなどを市町や日本防

災士会長崎県支部等と連携して、広報啓発を行

ってまいります。 

〇議長（瀬川光之君） 総務部長。 

〇総務部長（大田 圭君） 私からは、県庁内部

のさらなるＩＣＴ活用について、県としてどの

ように考えているのかというお尋ねについてお

答えをいたします。 

 限られた人的資源で、県民の皆様に具体的な

成果を還元していくためには、業務の効率化を

進めまして、職員にしかできない業務などに集

中をさせていくということが非常に重要でござ

います。 

 そのためには、新たなＩＣＴ技術の積極的な

利活用というものが不可欠でございまして、こ

れまでもテレビ会議システムですとか、あるい

はＲＰＡの導入などに取り組んでまいりまして、

移動時間の削減などの業務の効率化を図ってき

たという状況でございます。 

 今後、ＩＣＴ技術をさらに利活用していくう

えでは、業務の改善意欲ですとか、あるいは取

組の推進、また、職員のＩＣＴ知識やリテラシ

ーの向上というものを図るとともに、もともと

の業務のプロセスの見直しですとか標準化、各

種書類の電子化といったこと、あるいは県庁内

でのさらなるサポートですとか、費用対効果の
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検証など、こういったことが必要であるという

ふうに考えておりまして、これらの対応を進め

てまいりたいと考えております。 

 ＩＣＴ技術の利活用は、新型コロナウイルス

の感染症対策を進めるための時間や人的資源の

確保にも有効な手段だというふうに考えており

ますので、今後もＲＰＡですとか、ＡＩの導入

推進、あるいはテレワーク環境の整備など、新

しいＩＣＴ技術等を積極的に利活用しながら、

業務の効率化をさらに進めまして、県民の皆様

への成果の還元につなげていきたいと考えてお

ります。 

〇議長（瀬川光之君） 企画部長。 

〇企画部長（柿本敏晶君） 県として、デジタル

トランスフォーメーションをどのように進めて

いこうとしているのかとのお尋ねでございます。 

 デジタルトランスフォーメーションにつきま

しては、ＩＣＴを利活用し、企業などの組織や

ビジネスモデル自体の変革を図るものであり、

本県においては、人口減少や高齢化が進行する

中、新型コロナウイルスへの対応も求められて

おり、ＩＣＴを最大限に利活用したデジタルト

ランスフォーメーションの実現に向けた取組を

加速させる必要があると考えております。 

 今年度、企画部内に、先端技術を活用した施

策のさらなる推進を図るため、次世代情報化推

進室を設置したところであり、今後、県内の産

学金官の連携による「ながさきSociety5.0推進

プラットフォーム」の立ち上げ、情報通信基盤

の整備や各分野におけるＩＣＴを活用した取組

を推進するとともに、関係部局の取組と連携を

し、県内企業におけるデジタルトランスフォー

メーションを促進することとしております。 

 このことにより、本県における新たな産業の

創出や生産性の向上、地域課題の解決や県民生

活の向上、県、市町におけるデジタル化の推進

といったSociety5.0の実現を目指してまいりた

いと考えております。 

〇議長（瀬川光之君） 農林部長。 

〇農林部長（綾香直芳君） 私のほうから3点、

お答えさせていただきます。 

 まず、新型コロナウイルス感染症による花き

生産者への影響についてのお尋ねですが、3月

から5月期の新型コロナウイルス感染症拡大を

受け、卒業式や歓送迎会などの自粛や中止、冠

婚葬祭の延期や規模縮小によりまして、花きの

需要は大きく落ち込んだところでございます。 

 そのため、県内市場の4月から5月の花きの価

格は、昨年と比較して、輪菊が1本当たり46円

と22％下落したほか、ガーベラやバラにおいて

も、それぞれ約20％下落しており、花き生産者

は、感染症拡大により大きな影響を受けたとこ

ろでございます。 

 次に、花き生産者に対する支援についてのお

尋ねですが、県では、花き生産者の経営継続に

向けて資金繰り対策や持続化給付金など、国の

制度を活用できるよう、相談対応などの支援を

行っているところであります。 

 また、花きの需要を喚起するため、国の補正

予算や地方創生臨時交付金を活用し、県や市町

の庁舎に加えまして、今後、駅や港などの公共

施設、それから小学校への花の装飾展示を広げ

ていくこととしております。 

 今後、県といたしましては、高収益作物次期

作支援交付金などの支援施策を積極的に活用す

ることで、花き生産者の皆様が安心して経営継

続できるよう、農業団体や市町と一体となって

支援をしてまいります。 

 次に、花の販売に対する県の支援についての

お尋ねでございます。 



令和２年長崎県議会・６月定例会（６月１９日）（未定稿） 

- 11 - 

 県といたしましても、引き続き新型コロナウ

イルス感染症対策が求められる中、花の販売に

おいても新しい生活様式に対応し、通信販売等

への取組が必要と考えております。 

 そのため、議員ご提案の花の販売についての

ネットを活用した定期購入配送などの新たな取

組については、花商組合など関係機関とも連携

をしまして、その支援策を検討してまいりたい

と考えております。 

〇議長（瀬川光之君） 地域振興部長。 

〇地域振興部長（浦 真樹君） 私のほうから2

点、お答えをいたします。 

 まず、今年度から取り組もうとしている関係

人口の創出拡大についての考え方と取組につい

てのお尋ねでありますが、新型コロナウイルス

感染症の拡大と、それに伴う場所にとらわれな

い働き方の浸透によりまして、都市部から地方

への人の流れが拡大する動きが生まれつつある

と考えております。 

 この流れをしっかりと取り組んでいくために

は、情報発信や相談支援体制の充実を図り、本

県への移住を促す一方、まずは本県を訪れて地

域の魅力を感じていただくなど、本県のファン

づくりを進め、移住希望者のすそ野を拡大して

いくことも重要と考えております。 

 そのため、県といたしましては、「長崎県と

つながる・関わる、そして長崎県のために活動

する」の3つの視点を持って、定住人口でも、

交流人口でもない、地域と継続的に多様な形で

関わる、いわゆる関係人口の創出拡大に積極的

に取り組んでいくこととしております。 

 具体的には、都市部への戦略的な情報発信の

ほか、多様な働き方に着目したリモートワーク、

あるいはワーケーション等の推進、地域課題の

解決に貢献する都市部企業と地域住民との関係

づくりなど、関係部局や県内市町とも連携を図

りながら、様々な施策を展開してまいりたいと

考えております。 

 次に、本県への移住者の事例を交えた情報発

信と都市部に対する情報発信の強化についての

お尋ねであります。 

 近年、県内の移住者が増加する中、移住者ご

自身が地域の情報をＳＮＳ等で発信する事例が

増えており、都市部で移住を検討している方々

にとりましても、こうした移住者目線による情

報は大変有益なものとして受け止められている

と認識をしております。 

 そのため、今年度、県外から「地域おこし協

力隊」といたしまして、情報発信コーディネー

ターを配置し、先輩移住者等と関係構築を図り

ながら、取材等を通じて得た移住者の生の声、

あるいは暮らしぶりなどをリアルな地域情報を

ＳＮＳ等で積極的に発信をしていくこととして

おります。 

 一方、今回の新型コロナウイルス感染症の拡

大に伴いまして、地方回帰の機運が高まって、

地域間競争が激しくなることを考えますと、情

報発信のさらなる強化が必要であると認識をし

ております。 

 そのため、離島や半島地域をはじめとする、

県内各地域における暮らしの多彩な魅力等につ

きまして、都市部の若い世代に対し、ＳＮＳ等

を通じて効果的に発信するプロモーションの展

開、そういったものに向けまして、新たな予算

措置も含めて準備を進めており、今後とも効果

的な情報発信に努めてまいりたいと考えており

ます。 

〇議長（瀬川光之君） 教育委員会教育長。 

〇教育委員会教育長（池松誠二君） 高校生のス

ポーツ大会に関して、私のほうから3点、お答
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えをいたします。 

 まず、高校生のスポーツの全国大会の中止の

判断理由ですが、本県の高校生が全国の舞台で

活躍する機会が失われたことは大変残念であり

ますが、大会が中止となった主な理由といたし

ましては、競技中だけではなく、選手をはじめ

関係者の移動時や宿泊先での安全・安心の確保

が困難であることや、練習不足によるけがのリ

スクが高まっていることが挙げられております。

加えて、大会を延期した場合には、3年生の進

学や就職、学校行事等に影響を与えることなど

から、苦渋の決断がなされたものと思っており

ます。 

 次に、県高総体などの代替大会の実施状況で

ありますが、県高総体の代替大会については、

現在、11競技で計画・実施され、その他の競技

についても、近隣校による交流戦などが行われ

ております。また、高校野球については、トー

ナメント形式で実施されることになっておりま

す。 

 開催に当たっては、競技会場や競技特性に応

じて応援者の入場制限を設けるなど、感染予防、

感染拡大防止の取組を講じたうえで実施される

こととなっております。 

 最後に、冬の全国大会の開催に関して、高校

生の意見を反映してくれというお尋ねでありま

すが、各種大会の中止が続いている状況は、選

手が部活動の成果を発揮する機会を失うばかり

でなく、今後の本県体育スポーツの充実発展へ

も大きな影響を及ぼすものと考えております。 

 県教育委員会といたしましては、アスリー

ト・ファーストの観点から、選手の思いやアイ

デア等を新しい生活様式の中での部活動の在り

方や、全国大会をはじめ各種大会に反映できる

よう、県高等学校体育連盟等と連携して取り組

んでいきたいと考えております。 

〇議長（瀬川光之君） 下条議員―7番。 

〇７番（下条博文君） ご丁寧なご答弁、非常に

ありがとうございます。これから、再質問をさ

せていただきたいと思っておりますが、時間の

関係上、（5）番のＩＣＴを用いた介護施設等

の感染拡大防止と、（6）番の避難所の整備に

ついて集中的に再質問を行っていきたいと思っ

ておりますが、一昨日、6月17日に、少し気に

なる報道がありましたので、この部分から少し

触れたいと思っております。 

 （3）番の検査体制の拡充について、質問内

容でも触れましたが、今後、段階的に海外との

交流が再開をされるのではないかというふうに

感じております。また、本日は、くしくも、県

境での移動を緩和していくというような日にな

っておりますが、関西空港経由で入港した貨物

船の中国籍の乗組員16人が、ＰＣＲ検査の結果

が出る前に、チャーターバスに乗って、船が停

泊していた佐世保市に向け移動し、このうち一

人は、移動中に新型コロナの陽性が判明し引き

返したというような報道がなされました。こう

いった事例がありますと、検査体制が非常に拡

張して整っていっても、なかなか県民の皆様の

安全・安心が守れないのではないかというふう

に思っております。 

 私も、一昨日の報道でしたので、しっかりこ

の状況を捉えておりませんので、ご要望にかえ

させていただきますが、ぜひ、水際対策の検疫

体制の整備について、国に対し県からも強く、

こういった事例がないように要望をしていただ

きたいと思っております。よろしくお願いしま

す。 

 では、再質問させていただきます。 

（5）番のＩＣＴを用いた介護施設の感染拡大
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防止について。 

 これは、皆様にも配布をしておりましたけれ

ども、まず、そもそもこの健康管理アプリ・チ

ャットというのはどういうものかというのを簡

単にご説明します。 

 ボードでしておりますが、このような形、こ

れは実際に健康観察を行う画面でございます。

非常に簡単です。このボードは物凄く操作が簡

単ですよというのをわかっていただくためにし

たんですが、ここにボタンが2つあります。「必

須」とありますが、例えば「せきが出る」、「な

し」、「あり」、「呼吸がしにくい」、「なし」、

「あり」、こういったものを入力せず選択だけ

でできるということです。約数分間で十分な情

報が取得できるというものであります。 

 また、この健康管理チャットに入力するのは、

本日、国のほうが進めております濃厚接触アプ

リと同様に、個人情報を入力する必要がござい

ません。ですので、情報漏洩も含めて非常に安

全な状況で管理できるというところがポイント

になっておりますし、また、長崎は熱帯医学研

究所の皆様がご尽力いただきまして、ほかの地

域に比べて恵まれた疫学の知識、サポートがあ

るというところ、そして、コスタ・アトランチ

カ号で、大変な状況の中でしっかり実績を出し

たということがございます。これが、今、私が

お話をしている、簡単ですけれども、健康管理

チャットの概要でございます。 

 第2波への備え、これは、今は6月末ですけれ

ども、仮に第2波が、寒くなってきて秋口、冬

にやってきた場合に、そういった感染拡大がや

ってきて、こういったチャットの導入を進めて

も、それは遅きに失するということでございま

す。チャットの運営をはじめるに当たって、や

はりスケジュール感というのが非常に重要だと

思いますけれども、部長がご答弁いただいた、

期待をしていると、導入に対して前向きに考え

ていただいているということでありますが、ス

ケジュール感について、再質問いたします。 

〇議長（瀬川光之君） 福祉保健部長。 

〇福祉保健部長（中田勝己君） 第2波に備えた

対策につきましては、スピード感を持って取り

組んでいく必要があるものと認識しております。 

 今後予定しております試行結果も踏まえまし

て、速やかに県内全域に周知を図りまして、9

月末までには、希望する施設が導入できるよう

に取り組んでまいりたいと考えております。 

〇議長（瀬川光之君） 下条議員―7番。 

〇７番（下条博文君） ありがとうございます。

9月末までということでございます。 

 今現在、長崎市のほうが介護施設を中心にさ

まざまな聞き取りであったり、意識ですね、「こ

ういった健康管理チャットを導入しますか」と

いうような意識の確認をしております。私も先

日、福祉保健部長のもとに現状をお聞きしまし

たところ、まずはモデルケースをつくってやっ

ていきたいということで、今、ほんと部長が言

われたように、問題点を洗い出して、9月末の

導入に向けていただきたいと思いますし、また、

熱研の山藤先生も、こういったもので一番大切

なのは、この感染症は熱というのが非常にわか

りやすい、一つのポイントだったんですけれど

も、熱が出る前から感染をさせる可能性がある

ということで、この部分を、例えば一人がのど

が痛いという情報は、それはもしかしたらただ

の風邪かもしれませんし、声を大きく出したか

らかもしれないんですけれども、これが不自然

に、特にスタッフの間でぱあっと広がっている

ということが、この健康管理チャットでは迅速

につかむことができます。 
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 そうしたときにアラート、警告、もしくは人

的な出動があれば、実際のクラスターにつなが

る前の段階で、初期段階で抑え込むことができ

る。これが、私は非常に優れたポイントである

と思いますし、また、このような形でやってい

くことによって、県の皆様も、介護施設の健康

の状況ということを一元的に知ることができま

す。恐らく、考えますに、あらゆる副産物が入

手できるのではないかと思っておりますので、

ぜひとも前向きに導入を考えていただきたいと

いうふうに思います。 

 続きまして、（6）番の避難所の整備でござ

います。 

 ご答弁ありがとうございました。3密防止、

パーテーション等で対応していただける。また、

車中泊のほうも分散避難の一つですが、この危

険性についても認識されているということです

ので、今日ご答弁をいただいたようなポイント

を、やはり効果的にお知らせを、あらゆるお知

らせが必要となると思います。高齢の方に対し

ては、やはり紙媒体であったり、テレビ媒体で

あったり、また、積極的に情報を得ようと思っ

ている方々にはＳＮＳであったり、インターネ

ットであったり、こういったツールを使って、

この車中泊についても危険性と、しっかり安

全・安心を確保していただくような情報を配信

していただきたいと思います。 

 岩手県での「ＩＣＡＴ」という事例を少し勉

強しましたので、お伝えをいたします。岩手県

において、これは東日本大震災の大変大きな災

害の時だったんですけれども、専門の医師や看

護師で組織するＩＣＡＴ（いわて感染制御支援

チーム）、言うならば、これは避難所に対して

専門的に感染症を防御していくチームが編成を

されております。これは全国でも非常に珍しい

形だったそうですが、このようなことをモデル

ケースにして、熊本の震災でも、泉川先生も実

際に参加されたということだったんですけれど

も、活躍をされておりますし、また、東日本大

震災の後も、そのチームが常設しているという

ふうにお聞きしております。 

 本県においても、災害時などの感染症対策、

健康危機管理に備えて感染制御を行うチームを

設置する必要があるのではないかと思うんです

けれども、ご見解をお尋ねいたします。 

〇議長（瀬川光之君） 福祉保健部長。 

〇福祉保健部長（中田勝己君） 避難所における

感染症対策につきましては、保健所が市町と連

携して行っておりますが、新型コロナウイルス

への対策につきまして、専門家のご意見を踏ま

えながら対応する必要があると考えております。 

 クルーズ船「コスタ・アトランチカ号」の対

応に当たりましては、感染症対策に実績のある

長崎大学等と連携することで、一人の死者も出

すことなく感染の拡大が抑えられたことは大き

な成果の一つであったと考えております。 

 こうした経験を活かしながら、本県におきま

しても機動的な感染制御のチームを創設し、関

係機関と一体となって感染症対策に取り組むこ

とは、避難所の運営のみならず、クラスター発

生時においても有効であることから、今後、長

崎大学など関係機関との協議を踏まえて検討し

てまいりたいと考えております。 

〇議長（瀬川光之君） 下条議員―7番。 

〇７番（下条博文君） ありがとうございます。

ぜひ積極的に取り組んでいただいて、こういっ

たチームができますと、避難所だけではなくて、

似たような、密封されたりとか、ちょっと特殊

な状況に対しても、こういったチームが発動で

きるということになりますので、このコロナウ
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イルスはなかなか有効な対策がありませんので、

ぜひともこのようなチームを前々から準備をし

ていただいて、あらゆる危機管理に備えていた

だきたいと思います。ありがとうございました。 

 では、若干時間がありますので、（7）番の

マイナンバーとデジタルトランスフォーメーシ

ョン促進について進めたいと思います。 

 ご答弁ありがとうございました。昨年の6月

の一般質問でもSociety5.0の促進というような

話をさせていただきました。私もＩＴ業界で長

年従事していた者として、このＩＴ化というも

のの非常によい側面と、そして、それだけでは

ない難しい側面というものがある、それは私も

認識をしております。やはり簡単に言うと、Ｄ

Ｘ（デジタルトランスフォーメーション）は必

要なんですね。コロナが登場しまして、さらに

その必要性、また、スピードが求められている

状況であると思います。 

 しかし、なかなかうまくいかない、障壁があ

る。今回ご答弁いただいたのは、この障壁につ

いて、本当にやりとりをさせていただいたなと

いうふうに思います。例えば業務改善意欲の取

組、意識改革ですね。職員のＩＴリテラシーの

向上、業務プロセスの見直しと標準化、これは、

私も技術的にも標準化というのは、非常に重要

だと思います。また、書類の電子化等、こうや

って問題を挙げていただきました。まさにこう

いった問題が一つひとつ解決していくことで、

このＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）

が促進していくというふうに思います。 

 今回は、私の求める答弁をいただきましたの

で、再質問はせずに、こういった問題を共通認

識としてクリアをして、このコロナのような災

害でも迅速に対応してまいりたいと思いますの

で、これからもどうぞよろしくお願いいたしま

す。 

 最後になりますが、教育長からご答弁いただ

きましたとおり、高校生が本当に日々頑張って

いる中のモチベーションの一つである全国大会

が、このコロナウイルスは何かの責任かという

と、そういった責任はなかなかない中で、本当

に苦しい思いをたくさんの方がされていると思

います。健康被害を受けないということが一番

大切ですので、そういった苦渋の決断を私も支

持いたしますが、頑張っていく中で、今回、冬

の大会がどうなるものかと、日々の努力が…、

時間ですね。どうぞ、これからもよろしくお願

いします。 

 ありがとうございました。（拍手） 

〇議長（瀬川光之君） これより、しばらく休憩

いたします。 

 会議は、14時45分から再開いたします。 

― 午後 ２時３１分 休憩 ― 

 
 

 

 


